
健康格差是正の観点からの
たばこ対策

KEY FACT （要約）

 社会経済的要因（例えば所得や学歴）に応じた喫煙や受動喫煙の格差がある

 たばこの値上げは全体の喫煙率を減少させるとともに喫煙格差の縮小にも有効だと考えられる

 たばこの値上げや屋内の全面禁煙化、脱たばこ・メディアキャンペーンなどのたばこ対策を継続的に
推進することにより喫煙格差が縮小すると期待される

 屋内の全面禁煙化や脱たばこ・メディアキャンペーン政策では、社会経済的に不利な状況にある人
に影響が届きにくいこともあるため、その集団に焦点をあてたアプローチ戦略の併用が有効と考えら
れる

 たばこ対策に加えて、経済格差・社会格差を縮小するための総合的な取り組みが求められる

 所得によって喫煙率に格差があり、世帯の所得が600 万円以
上と比べて、200 万円未満、200 万円以上～600 万円未満で
は、喫煙率が高いことがわかりました3) （図1）。

 医療保険によって喫煙率の格差があり、男性では共済組合で
31%と低い喫煙率がみられた一方、生活保護や無保険を含む
「その他」の者における喫煙率が55%と最も高く、次いで協会け
んぽと市町村国保で各々49%、48%でした4)。女性でも共済組合
で5%と低い喫煙率であった一方、「その他」の喫煙率が29%と
最も高く、次いで市町村国保で19%、協会けんぽで16%でした4)

（図2）。

 学歴によって受動喫煙曝露の格差があり、中卒、高卒ではその
他の学歴の者と比較して曝露割合が高く、それぞれ32%、27%
が家庭もしくは職場にてほぼ毎日受動喫煙を受けていると回答
していました 5) （図3）。

 日本における2010年10月に実施されたたばこの値上げが喫煙

格差へ与えた影響の分析では、値上げで全体的な喫煙率の減
少が認められた一方、喫煙格差が縮小する傾向は認められま

せんでした6,7)。この理由として日本のたばこが値上げ後でも安
すぎたことが考えられます。最も売れ筋のたばこ価格（2014年）
は、日本は4.22国際ドル（購買力平価勘算）で、英国の 11.01ド
ル、オーストラリアの 10.99ドル、米国の 6.23ドルに比して、値
上げ後も極めて安くとどまっています8)。

 なお、上記の現象は、逆進的格差推移理論（Inverse equity 
principle）9,10)で説明されます。たばこ対策の介入の早期には、

社会的に恵まれた集団がより多くメリット（喫煙しないことや禁
煙すること）を得て、喫煙格差が拡大します。一方、介入の晩期
には、社会的に恵まれた集団における改善が頭打ちになった
のち、社会的に不利な集団における改善が追いついてきて、格
差が縮小します。たばこ対策を継続的に推進していくことにより
喫煙格差が縮小すると期待されます。

 健康格差を縮小させることが求められています。健康日本２１
（第二次）では健康格差の縮小が基本的な方向として、上位の
実現目標に位置付けられました1)。

 人は生まれながらに社会格差の渦に巻き込まれます。貧困・低
学歴など社会経済的に不利な状況にある人ほどたばこを吸うよ

うになってしまいます。親が不利な状況であればあるほど、子ど
もはたばこの煙にさらされ、喫煙するようになってしまいます2)。

 健康格差の一つの原因として喫煙格差があります。たばこの値
上げなどのたばこ対策は、喫煙格差を縮小することがわかって
います。健康格差縮小のためにもたばこ対策が必要です。
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図1．年間世帯収入と喫煙率 図2．医療保険と喫煙率
図3．学歴と受動喫煙曝露率

（国民生活基礎調査、2010年） （国民健康・栄養調査と国民生活基礎調査との
リンケージ研究、2010年）
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Q．各医療機関や保健センターなどの場で取り組むべきこと

がありますか？
A．すべての診療（内科、外科、小児科や産婦人科など）や保健指導など

の場で禁煙支援を実施することが求められます10)。1分程度の簡易な

介入で禁煙を促すことができるとわかっています20)。すべての健康・保

健関連プログラムに禁煙支援を組み込むことが奨励されていますが、

その際、喫煙格差縮小のためにも経済的な困難を抱える者への重点

的な支援（たとえば、社会経済的に不利な状況の者がアクセスできるよ

うに、人員配置やコミュニティー形成を工夫すること）の追加が必要とさ

れています10)。

Q．たばこの値上げは低所得者に厳しいのでは？
A．低所得者が値上げ後も同じようにたばこを吸い続ければ経済的困難を

来すかもしれません。しかし、たばこの値上げによって高所得者に比べ

て低所得者がたばこをやめやすくなります。たばこの値上げによって最

も多くの利益を得るのは低所得者だとわかっています21)。

 たばこ増税・値上げや屋内の全面禁煙化、脱たばこ・メディア
キャンペーン等のたばこ政策を推進し、継続することにより、全
体的に喫煙率が減少し、やがては喫煙格差の縮小へとつなが
ります。

 喫煙格差の縮小により、健康格差の縮小がもたらされます。喫
煙格差・健康格差の縮小は社会格差の縮小にもつながる可能
性があります。社会格差は社会的に不利な層だけでなく、全員
に悪影響を及ぼすことが先行研究から示唆されており、その改
善は社会全体に好影響を及ぼします18,19)。

まずは喫煙格差の実態などの状況把握が必要です。格差の視
点からの情報や研究成果はまだ少ないのが現状です11,12)。喫煙
格差の推移やたばこ対策が喫煙格差に与えた影響について研
究を推進していかなければなりません13)(図4）。

たばこ税・価格の継続的な引き上げは全体の喫煙率を減少させ
るとともに喫煙格差の縮小にも有効だと考えられるため、たばこ
の増税・値上げ政策を優先して実施する必要があります14)。

喫煙格差の縮小のために、たばこ税・価格の引き上げだけでな
く、屋内の全面禁煙化、脱たばこ・メディアキャンペーン等を組み
合わせて、たばこ対策を継続的に実施する必要があります14-16)。

屋内空間の全面禁煙化、脱たばこ・メディアキャンペーン政策で
は、社会経済的に不利な状況にある人に影響が届きにくいこと
があります。そのため、たばこ対策が届きにくい人へのアプロー
チ戦略の併用が有効だと考えられます。

たとえば、新聞によるメディアキャンペーンのメッセージは新聞を
読んでいない人には届きません。新聞だけでなく、テレビ・ラジオ
やインターネット、掲示板、自治体広報誌などマルチチャンネル
なメディアキャンペーンを展開する必要があります17)。

喫煙格差を含む健康格差を縮小させるためには、たばこ対策だ
けでなく、経済格差・社会格差を縮小するための社会保障政策な
どを含む総合的な取り組みが求められています18,19)。

取り組むべきことは何か？３

期待される効果は？４

よくある疑問や反論についてのＱ＆Ａ５
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図4．喫煙格差の評価・改善のためのサイクル

(Tugwell P, et al. BMJ. 2006; 332(7537):358-61.を参考に作成)
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